
◆3月23日の基準価額下落について

別表に記載の公募ファンドの3月23日の基準価額は、前営業日比5％以上の下落となりました。

基準価額下落の背景となりました市況動向等、および今後の運用方針につきご報告いたします。

◆基準価額下落の背景となった市況動向等

3月23日の基準価額に反映される、日本の連休中の米国株式市場は下落しました。中東情勢の緊張長期化が懸念さ

れ、世界的なインフレ再燃や景気減速への警戒感が高まったことから、投資家のリスク回避姿勢が強まりました。同月18

日まで開かれた米連邦公開市場委員会（FOMC）において政策金利の据え置きが決定され、早期の利下げに対する市

場期待が後退したことも、株式市場の下押し要因となりました。

また、原油・天然ガス価格の高止まりによるインフレ懸念や、利下げ観測の後退を背景とした長期金利の上昇が意識さ

れ、貴金属や不動産投資信託（REIT）など、幅広い資産に売りが広がりました。

なお、為替市場では円買いが進み、米ドルが円に対して下落しました。

◆今後の運用方針

ファンドの基本的な運用方針に変更はありません。引き続きコンセプトに沿った運用を継続していく方針です。

■後記の「本資料のご利用にあたっての注意事項等」をご覧ください。

【臨時レポート】 2026 年 3 月 23 日 現在

当レポートは4枚組です。

■コメントは作成時点のものであり将来予告なく変更されることがあります。

■また、将来の市場環境の変化または運用成果等を保証するものではありません。なお、市況の変動等により方針通りの運用が行われない場合があります。

■表示桁未満の数値がある場合、四捨五入で処理しております。

基準価額が5％以上下落したファンドとその背景について（3月23日）
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＜別表＞

【基準価額が前営業日比5％以上下落したファンド】

51,463円三菱ＵＦＪ 純金ファンド
騰落率

-11.51%
前営業日比

-6,691円
ファンド名 基準価額

ｅＭＡＸＩＳ Ｎｅｏ ドローン 41,373円 -3,608円 -8.02%
欧州防衛・航空宇宙株式インデックスファンド 10,477円 -660円 -5.93%
※騰落率は、収益分配金（課税前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものであり、小数点第３位を四捨五入しています。
※ファンドによっては、投資対象資産や通貨の評価対象日（ファンドへの実質的な反映日）が異なります。

（ご参考）

【株式相場】

【為替相場】

【臨時レポート】 2026 年 3 月 23 日 現在

■後記の「本資料のご利用にあたっての注意事項等」をご覧ください。

騰落幅 騰落率
NY金先物 4,609.60 4,932.90 -323.30 -6.55%
S&P Kensho Drones Index (配当込み、米ドルベース） 711.62 773.30 -61.68 -7.98%
※小数点第３位四捨五入
※出所：Bloomberg

3月20日 3月18日
3月18日比

騰落幅 騰落率
ＭＳＣＩ Ｅｕｒｏｐｅ Ａｅｒｏｓｐａｃｅ ａｎｄ Ｄｅｆｅｎｓｅ Ｅｘ Ｃｏｎｔｒｏｖｅｒｓｉａｌ Ｗｅａｐｏｎｓ Ｃａｐｐｅｄ
Ｉｎｄｅｘ（配当込み、ユーロベース）

4,654.21 4,968.14 -313.93 -6.32%

※小数点第3位四捨五入
※出所：MSCI

3月20日 3月18日
3月18日比

騰落幅 騰落率

円／米ドル 159.52 159.88 -0.36 -0.23%

円／ユーロ 184.05 183.37 0.68 0.37%

※為替レートは三菱ＵＦＪ銀行の対顧客レート仲値等

※小数点第３位四捨五入
※出所：Bloomberg

3月23日 3月19日
3月19日比

騰落幅 騰落率
大阪取引所　金先物 22,236 25,514 -3,278 -12.85%
※小数点第3位四捨五入

3月23日 3月19日
3月19日比
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【臨時レポート】 2026 年 3 月 23 日 現在

■後記の「本資料のご利用にあたっての注意事項等」をご覧ください。

・S＆P Kensho Drones Index（「本指数」）はS&P Dow Jones Indices LLCまたはその関連会社（「SPDJI」）の商品であり、これを利用するライセンスが三菱Ｕ ＦＪアセットマ
ネジメント株式会社に付与されています。Standard & Poor's®およびS&P®は、Standard & Poor's Financial Services LLC（「S&P」）の登録商標で、 Dow Jones®は、Dow
Jones Trademark Holdings LLC（「Dow Jones」）の登録商標です。指数に直接投資することはできません。本商品は、SPDJI、Dow Jones、S&P、それらの各関連会社
（総称して「S&P Dow Jones Indices」）によってスポンサー、保証、販売、または販売促進されているものではありません。 S&P Dow Jones Indicesは、本商品の所有者
またはいかなる一般人に対して、株式全般または具体的に本商品への投資の妥当性、あるいは全般的な市場 のパフォーマンスを追跡する本指数の能力に関して、
明示または黙示を問わず、いかなる表明または保証もしません。指数の過去のパフォーマンスは、将来 の成績を示唆または保証するものでもありません。S＆P
Kensho Drones Indexに関して、S&P Dow Jones Indicesと三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社 との間にある唯一の関係は、当インデックスとS&P Dow Jones Indices
またはそのライセンサーの特定の商標、サービスマーク、および商標名のライセンス供 与です。本指数は三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社または本商品に関係
なく、S&P Dow Jones Indicesによって決定、構成、計算されます。S&P Dow Jones Indicesは、本指数の決定、構成または計算において三菱ＵＦＪアセットマネジメント株
式会社または本商品の所有者のニーズを考慮する義務を負いま せん。S&P Dow Jones Indicesは、本商品の価格および数量、または本商品の発行または販売のタイ
ミングの決定、もしくは場合によっては本商品が将来換 金、譲渡、または償還される計算式の決定または計算に関して、責任を負わず、またこれに関与したこともあり
ません。S&P Dow Jones Indicesは、本商品の 管理、マーケティング、または取引に関して、いかなる義務または責任も負いません。本指数に基づく投資商品が、指数
のパフォーマンスを正確に追跡する、 またはプラスの投資収益率を提供する保証はありません。S&P Dow Jones Indices LLCは投資または税務の顧問会社ではあり
ません。免税証券のポート フォリオへの影響や特定の投資決断の税効果の評価は、税務顧問会社に相談してください。指数に証券が含まれることは、S&P Dow
Jones Indicesがかかる 証券の売り、買い、またはホールドの推奨を意味するものではなく、投資アドバイスとして見なしてはなりません。 S&P Dow Jones Indicesは、本
指数またはその関連データ、あるいは口頭または書面の通信（電子通信も含む）を含むがこれに限定されないあらゆる通信に ついて、その妥当性、正確性、適時性、
または完全性を保証しません。S&P Dow Jones Indicesは、これに含まれる過誤、遺漏または中断に対して、いかなる 義務または責任も負わないものとします。S&P
Dow Jones Indicesは、明示的または黙示的を問わず、いかなる保証もせず、商品性、特定の目的または使用 への適合性、もしくは本指数を使用することによって、ま
たはそれに関連するデータに関して、三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社、本商品の所有者、また はその他の人物や組織が得られる結果について、一切の保証を
明示的に否認します。上記を制限することなく、いかなる場合においても、S&P Dow Jones Indicesは、利益の逸失、営業損失、時間または信用の喪失を含むがこれら
に限定されない、間接的、特別、懲罰的、または派生的損害に対して、たとえその 可能性について知らされていたとしても、契約の記述、不法行為、または厳格責任の
有無を問わず、一切の責任を負わないものとします。S&P Dow Jones Indicesのライセンサーを除き、S&P Dow Jones Indicesと三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社
との間の契約または取り決めの第三者受益者は存在しませ ん。

・ＭＳＣＩ Ｅｕｒｏｐｅ Ａｅｒｏｓｐａｃｅ ａｎｄ Ｄｅｆｅｎｓｅ Ｅｘ Ｃｏｎｔｒｏｖｅｒｓｉａｌ Ｗｅａｐｏｎｓ Ｃａｐｐｅｄ Ｉｎｄｅｘは、欧州の先進国市場における大型および中型株で構成され、GICS（世
界産業分類基準）に基づくセクター分類において「航空宇宙・防衛」産業グループに分類される銘柄が選定されます。一部の兵器製造等に関与する企業は、MSCI ESG
Researchのデータに基づき、投資対象より除外されています。また、1銘柄あたりの保有上限を設けています。ＭＳＣＩ Ｅｕｒｏｐｅ Ａｅｒｏｓｐａｃｅ ａｎｄ Ｄｅｆｅｎｓｅ Ｅｘ Ｃｏｎｔｒｏ
ｖｅｒｓｉａｌ Ｗｅａｐｏｎｓ Ｃａｐｐｅｄ Ｉｎｄｅｘ（配当込み、円換算ベース）は、ＭＳＣＩ Ｅｕｒｏｐｅ Ａｅｒｏｓｐａｃｅ ａｎｄ Ｄｅｆｅｎｓｅ Ｅｘ Ｃｏｎｔｒｏｖｅｒｓｉａｌ Ｗｅａｐｏｎｓ Ｃａｐｐｅｄ Ｉｎｄｅｘ（配当
込み、ユーロベース）をもとに委託会社が計算したものです。当ファンドは、MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社およびMSCI指数の作成または編集に関与あるいは関係し
たその他の当事者が、保証、推奨、販売、または宣伝するものではありません。MSCI指数は、MSCI Inc.が独占的に所有しています。MSCI Inc.およびMSCI指数は、
MSCI Inc.およびその関係会社のサービスマークであり、委託会社は特定の目的の為にその使用を許諾されています。MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社およびMSCI指
数の作成または編集に関与あるいは関係したその他の当事者は、当ファンドの受益者または不特定多数の公衆に対して、ファンド全般的またはこの特定のファンドへ
の投資に関する当否あるいは一般的な株式市場のパフォーマンスをトラックしているMSCI指数の能力に関して、明示的であると黙示的であるとを問わず、一切の表明
または保証を行いません。MSCI Inc.とその関連会社は、特定のトレードマーク、サービスマーク、トレードネームのライセンスの所有者であり、MSCI指数は、当ファンド
または当ファンドの委託会社あるいは受益者に関わらず、MSCI Inc.により決定、作成、および計算されています。MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社およびMSCI指数の
作成または編集に関与あるいは関係したその他の当事者は、MSCI指数の決定、作成、あるいは計算において、当ファンドの委託会社または受益者の要求を考慮にい
れる義務は一切ありません。MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社およびMSCI指数の作成または編集に関与あるいは関係したその他の当事者は、当ファンドの募集等に
関する事項の決定について、また、当ファンドを換金するための計算式の決定また計算について責任を負うものではなく、参加もしておりません。MSCI Inc.、MSCI Inc.
の関連会社およびMSCI指数の作成または編集に関与あるいは関係したその他の当事者は、当ファンドの受益者に対し、当ファンドの管理、マーケティングまたは募集
に関連するいかなる義務または責任も負いません。MSCI Inc.は、自らが信頼できると考える情報源からMSCI指数の計算に算入される情報またはその計算に使用する
ための情報を入手しますが、MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社およびMSCI指数の作成または編集に関与あるいは関係したその他の当事者は、MSCI指数またはそれ
に含まれるいかなるデータの独創性、正確性および／または完全性について保証するものではありません。MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社およびMSCI指数の作成
または編集に関与あるいは関係したその他の当事者は、明示的にも黙示的にも、被許諾者、その顧客または相手方、当ファンドの委託会社、当ファンドの受益者その
他の個人・法人が、契約にもとづき許諾される権利またはその他使用のために許諾される権利に関連してMSCI指数またはそれに含まれるデータを使用することにより
得られる結果について保証を行うものではありません。MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社およびMSCI指数の作成または編集に関与あるいは関係したその他の当事者
は、MSCI指数およびそれに含まれるデータの、またはそれに関連する過誤、省略または中断に対してまたはそれらに関して責任を負うことはありません。MSCI指数お
よびそれに含まれるデータに関し、MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社およびMSCI指数の作成または編集に関与あるいは関係したその他の当事者は、明示的、黙示的
な保証を行うものでもなく、かつMSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社およびMSCI指数の作成または編集に関与あるいは関係したその他の当事者は、特定目的のための
市場性または適切性について、何ら保証を行うものではないことを明記します。前記事項を制限することなく、たとえ直接的損害、間接的損害、特別損害、懲罰的損害、
拡大的損害その他のあらゆる損害（逸失利益を含む。）につき、その可能性について知らせを受けていたとしても、MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社およびMSCI指数の
作成または編集に関与あるいは関係したその他の当事者は、いかなる場合においてもかかる損害について責任を負いません。当ファンドの購入者、販売者、または受
益者あるいはいかなる個人・法人は、MSCI Inc.の許諾が必要かどうかの決定をあらかじめMSCI Inc.に問い合わせることなく、当ファンドを保証、推奨、売買、または宣
伝するためにいかなるMSCI Inc.のトレードネーム、トレードマーク、またはサービスマークを使用または言及することはできません。いかなる場合においても、いかなる
個人または法人は、事前にMSCI Inc.の書面による許諾を得ることなくMSCI Inc.との関係を一切主張することはできません。
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加入協会 一般社団法人投資信託協会

設定・運用 …三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第404号

一般社団法人日本投資顧問業協会

【投資信託のリスクとお客さまにご負担いただく費用について】

◎投資信託に係るリスクについて
投資信託は、主に国内外の株式や公社債およびリート等の値動きのある証券を投資対象としているため、当該資産の市場におけ
る取引価格の変動や為替の変動等により基準価額が変動します。これらの運用により信託財産に生じた損益はすべて投資者の
みなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を
被り、投資元本を割り込むことがあります。
投資信託は預貯金と異なります。また、投資信託は、個別の投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対
象国等が異なることから、リスクの内容や性質が異なりますので、ご投資にあたっては投資信託説明書（交付目論見書）、目論見
書補完書面等をよくご覧ください。

◎投資信託に係る費用について
（ご投資いただくお客さまには以下の費用をご負担いただきます。）
■購入時（ファンドによっては換金時）に直接ご負担いただく費用

・購入時（換金時）手数料 … 上限 3.30％（税込）
■購入時・換金時に直接ご負担いただく費用

・信託財産留保額 … ファンドにより変動するものがあるため､事前に金額もしくはその上限額またはこれらの計算方法を表示
することができません｡

■投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用
・運用管理費用（信託報酬） … 上限 年3.41％（税込）

（有価証券の貸付の指図を行った場合）
有価証券の貸付の指図を行った場合には品貸料がファンドの収益として計上されます。
その収益の一部を委託会社と受託会社が受け取る場合があります。
この場合、ファンドの品貸料およびマザーファンドの品貸料のうちファンドに属するとみなした額の上限 55％（税込）の額が
上記の運用管理費用（信託報酬）に追加されます。

※一部のファンドについては、運用実績に応じて成功報酬をご負担いただく場合があります。

・その他の費用・手数料
上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用があります。投資信託説明書（交付目論見書）、目論見書補完書面等で
ご確認ください。
※その他の費用・手数料については、売買条件等により異なるため、あらかじめ金額または上限額等を記載することはできません。

上記の費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により異なるため、あらかじめ合計金額等を記載することはでき
ません。

《ご注意》
上記のリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきましては、三菱ＵＦＪアセット
マネジメントが運用するすべての公募投資信託のうち、ご負担いただくそれぞれの費用における最高の料率を記載しております。
投資信託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、ご投資をされる際には、事前によく投資信託説明書
（交付目論見書）、目論見書補完書面等をご覧ください。

【本資料のご利用にあたっての注意事項等】
■本資料は、三菱ＵＦＪアセットマネジメントが作成した資料です。投資信託をご購入の場合は、販売会社よりお渡しする最新の投
資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
■本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。
■本資料中のグラフ・数値等は、過去の実績・状況であり、将来の市場環境等や運用成果等を示唆・保証するものではありません。
また税金・手数料等を考慮しておりませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。
■投資信託は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。銀行等の登
録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の補償の対象ではありません。
■投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を行います。
■クローズド期間のある投資信託は、クローズド期間中は換金の請求を受け付けることができませんのでご留意ください。
■投資信託の取得のお申込みに関しては、クーリングオフ（金融商品取引法第37条の6の規定）の適用はありません。

※サステナブル・ファンドについては委託会社のホームページ（https://www.am.mufg.jp/corp/sustainability/sustainability.html）を
ご覧ください。

【臨時レポート】 2026 年 3 月 23 日 現在
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